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告   示 

◎新潟県告示第1085号 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第15条の17第１項の規定により、廃棄物が地下に

ある土地の区域を次のとおり指定区域として指定する。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

指定区域 埋立地の区分 
長岡市寺泊田頭字谷2359番３の一部 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭

和46年政令第300号）第13条の２第１号 

 

◎新潟県告示第1086号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、出雲崎町を地域とする県営区画整理・農

用地改良保全（中山間地域総合整備）事業八手地区（稲川換地区）に係る換地処分をした。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第1087号 

  

発 行   新 潟 県 

第 101 号 
令和７年12月23日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、出雲崎町を地域とする県営区画整理・農

用地改良保全（中山間地域総合整備）事業八手地区（市野坪換地区）に係る換地処分をした。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第1088号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、出雲崎町を地域とする県営区画整理・農

用地改良保全（中山間地域総合整備）事業八手地区（田中換地区）に係る換地処分をした。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第1089号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 米倉板山新発田線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

新発田市岡田字扇田716番１から 

 

同市岡田字走出1715番２まで 

 

新 

 

10.2～31.0メートル 

 

678.9メートル 

 

 

旧 

 

6.5～23.0メートル 

 

670.6メートル 

 

 

◎新潟県告示第1090号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   米倉板山新発田線 

２ 供用開始の区間 

  新発田市岡田字扇田716番１から同市岡田字走出1715番２まで 

３ 供用開始の期日  令和７年12月23日 

 

◎新潟県告示第1091号 

道路法（昭和27年法律第180号）第20条第１項の規定による兼用工作物の管理方法に係る協議が次のとおり成立

した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務課において縦覧に供する。 

令和７年12月23日 

新潟県新発田地域振興局長 

１ 道路の種類及び路線名 

  県道 米倉板山新発田線 

２ 道路の位置   

  新発田市岡田字大丸1073番１から同市岡田字扇田716番まで 

３ 他の工作物の管理者の名称及び所在 

  名称 河川管理者 新潟県新発田地域振興局長 
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  所在 新発田市豊町３丁目３番２号 

４ 他の工作物の管理者が行う道路の管理の内容 

 (1) 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む｡)､路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設 

    又は工作物をいう｡以下同じ｡)以外の部分の改築、維持（路肩に接する法面で、当該路肩から法長１メートル 

    の範囲内を除く｡)又は修繕 

 (2) 原則として道路専用施設以外の部分に係る災害復旧 

５ 管理の期間 

  令和７年３月18日から当該施設の存続する日まで 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角 英 世 

１ 調達件名及び数量 

税務情報電子データ等作成業務委託 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

新潟県総務部税務課 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  購入等 

４ 契約方式 

一般競争入札 

５ 落札決定日 

令和７年12月11日 

６ 落札者の氏名及び住所 

株式会社イマージュ 

東京都新宿区西新宿３丁目７番１号 

７ 落札価格 

43,502,734円 

８ 入札公告日 

令和７年10月31日 

９ 落札方式 

最低価格 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県庁舎で使用する電気の供給について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手段の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項  

(1) 調達件名及び数量 

 ア 調達件名 

   新潟県庁舎で使用する電気の供給 

 イ 数量 

  (ｱ) 契約電力 2,350キロワット 

  (ｲ) 予定使用電力量 8,171,600キロワット時 
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(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 供給期間 

令和８年４月１日から令和９年３月31日まで 

(4) 入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 本公告に係る入札参加資格確認申請書等を提出した日から入札日までの間において、新潟県知事から指名

停止措置を受けた（指名停止期間の一部が属する場合を含む｡)者でないこと。 

(3) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

の社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(6) ４(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との契約において、当該契約の全部又は一部について債務

不履行をした者でないこと。 

(7) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「雑類」に登録されている者であること。 

(8) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づく小売電気事業の登録を受けている者である

こと。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付場所 

  入札説明書の交付は、本公告の日から新潟県総務部管財課ホームページで公開する。 

  URL  https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kanzai/ 

(2) 契約条項を示す場所 

(1)に同じ。 

(3) 問い合わせ先 

郵便番号950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県総務部管財課庁舎設備班 

電話：025－280－5066 

Ｅメール ngt010080@pref.niigata.lg.jp 

４ 入札の日時及び場所 

(1) 日時 

令和８年２月13日（金）午後２時 

(2) 場所 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁16階入札室 

５ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

    免除する。 

(3) 契約保証金 

    契約金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む｡) 

とする。ただし、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号、以下「財務規則」という｡)第44条第１号又 

は第３号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

(4) 新潟県物品等入札参加資格申請 
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  新潟県物品等入札参加資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望する者は、 

新潟県物品等入札参加資格審査申請書を令和８年１月７日（水）午後５時までに、新潟県出納局会計検査課 

に提出しなければならない。 

提出先 郵便番号 950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１（10階） 

新潟県出納局会計検査課調達契約係 

電話番号 025－280－5490 

(5) 入札者に求められる事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認申請書等を令和８年１月27日（火）午後５時

までに、本公告に示した入札参加資格を証明する書類を添付して、上記３(3)の場所に提出しなければならな

い。なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 

入札に参加を希望する者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め

られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(7) 落札者の決定方法 

財務規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

(8) 契約書作成の要否  

要 

(9) 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行 

うこと。 

(10) 苦情申立て 

 本件調達手続において、参加資格の確認その他の手続に不服がある場合は、政府調達に関する苦情の処理

手続（平成11年新潟県告示第1221号）により、苦情の原因となった事実を知り、又は合理的に知り得たとき

から10日以内に新潟県政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることができる。 

 なお、政府調達協定に関する苦情の申立てがあり、新潟県政府調達苦情検討委員会が契約締結の停止等 

を要請した場合は、本件調達手続の停止等を行うことがある。 

(11) その他 

 詳細は入札説明書による。 

6 Summary 

(1) Nature and quantity of the required services: 

About an 8,171,600kWh supply of electricity to the Niigata Prefectural Government Office 

 (2) Deadline for eligibility determination requests: 
５:00 P.M. (Tue.) January 27, 2026 

(3) Date of bid opening: 

  ２:00 P.M. (Fri.) February 13, 2026 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

 Property Administration Division 

  Department of General Affairs 

    Niigata Prefectural Government 

４-１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata-shi, Niigata-ken, Japan 950-8570 

TEL:025-280-5066 

E-mail: ngt010080@pref.niigata.lg.jp 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県村上地域振興局他15庁舎で使用する電

気の供給について、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手段の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 
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令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項  

(1) 調達件名及び数量 

 ア 調達件名 

   新潟県村上地域振興局他15庁舎で使用する電気の供給 

 イ 数量 

  (ｱ) 契約電力 合計1,886キロワット 

  (ｲ) 予定使用電力量 合計3,940,100キロワット時 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 供給期間 

 ア 村上地域振興局、新発田地域振興局、新潟地域振興局竹尾庁舎、新潟地域振興局新津庁舎、新潟地域 

  振興局巻庁舎、新潟地域振興局津川庁舎、南魚沼地域振興局及び糸魚川地域振興局 

   令和８年４月１日から令和９年３月31日まで 

 イ 魚沼地域振興局 

   令和８年４月２日から令和９年３月31日まで 

 ウ 十日町地域振興局 

   令和８年４月４日から令和９年３月31日まで 

 エ 三条地域振興局 

   令和８年４月５日から令和９年３月31日まで 

 オ 長岡地域振興局、上越地域振興局 

   令和８年４月８日から令和９年３月31日まで 

 カ 柏崎地域振興局 

 令和８年４月17日から令和９年３月31日まで 

 キ 上越地域振興局安塚庁舎 

   令和８年４月18日から令和９年３月31日まで 

 ク 長岡地域振興局小千谷庁舎 

   令和８年４月22日から令和９年３月31日まで 

(4) 入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 本公告に係る入札参加資格確認申請書等を提出した日から入札日までの間において、新潟県知事から指名

停止措置を受けた（指名停止期間の一部が属する場合を含む｡)者でないこと。 

(3) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

の社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(6) ４(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との契約において、当該契約の全部又は一部について債務

不履行をした者でないこと。 

(7) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「雑類」に登録されている者であること。 

(8) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づく小売電気事業の登録を受けている者である

こと。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付場所 

  入札説明書の交付は、本公告の日から新潟県総務部管財課ホームページで公開する。 
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  URL  https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kanzai/ 

(2) 契約条項を示す場所 

(1) に同じ。 

(3) 問い合わせ先 

郵便番号950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県総務部管財課庁舎設備班 

電話：025－280－5066 

Ｅメール ngt010080@pref.niigata.lg.jp 

４ 入札の日時及び場所 

(1) 日時 

令和８年２月13日（金）午後３時 

(2) 場所 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁16階入札室 

５ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

    免除する。 

(3) 契約保証金 

    契約金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む｡) 

とする。ただし、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号、以下「財務規則」という｡)第44条第１号又 

は第３号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

(4) 新潟県物品等入札参加資格申請 

  新潟県物品等入札参加資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望する者は、 

新潟県物品等入札参加資格審査申請書を令和８年１月７日（水）午後５時までに、新潟県出納局会計検査課 

に提出しなければならない。 

提出先 郵便番号 950－8570 

新潟県新潟市中央区新光町４番地１（10階） 

新潟県出納局会計検査課調達契約係 

電話番号 025－280－5490 

(5) 入札者に求められる事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認申請書等を令和８年１月27日（火）午後５時

までに、本公告に示した入札参加資格を証明する書類を添付して、上記３(3)の場所に提出しなければならな

い。なお、提出書類等詳細については入札説明書による。 

入札に参加を希望する者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め

られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(7) 落札者の決定方法 

財務規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

(8) 契約書作成の要否  

要 

(9) 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行 

うこと。 

(10) 苦情申立て 

 本件調達手続において、参加資格の確認その他の手続に不服がある場合は、政府調達に関する苦情の処理

手続（平成11年新潟県告示第1221号）により、苦情の原因となった事実を知り、又は合理的に知り得たとき
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から10日以内に新潟県政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることができる。 

 なお、政府調達協定に関する苦情の申立てがあり、新潟県政府調達苦情検討委員会が契約締結の停止等 

を要請した場合は、本件調達手続の停止等を行うことがある。 

(11) その他 

 詳細は入札説明書による。 

6 Summary 

(1) Nature and quantity of the required services: 

About a 3,940,100kWh supply of electricity to the Murakami Regional Promotion Bureau Building 

and 15 other government buildings 

 (2) Deadline for eligibility determination requests: 

５:00 P.M. (Tue.) January 27, 2026 

(3) Date of bid opening: 

  ３:00 P.M. (Fri.) February 13, 2026 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

 Property Administration Division 

  Department of General Affairs 

    Niigata Prefectural Government 

４-１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata-shi, Niigata-ken, Japan 950-8570 

TEL:025-280-5066 

E-mail: ngt010080@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和７年12月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 新村上ショッピングプラザ 

所在地 村上市仲間町197番 外 

設置者 イオンリテール株式会社 他１者 

２ 変更した事項 

(1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

    （変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 

    （変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

    （変更前）イオンリテール株式会社 代表取締役 井出 武美 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１他１ 

          者 

  （変更後）イオンリテール株式会社 代表取締役 古澤 康之 千葉県千葉市美浜区中瀬１－５－１ 

３ 変更年月日 

(1) 令和７年３月１日 

(2) 令和７年３月１日 他 

４ 変更の理由 

(1) 設置者の代表者変更のため 

(2) 小売業を行う者の変更、退店及び代表者変更のため 

５ 届出年月日 

令和７年12月６日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、村上市地域経済振興課でも閲覧ができます｡) 
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７ 縦覧期間 

令和７年12月23日から令和８年４月23日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援班 

電   話 025－280－5235 

Ｅメール  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第58号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の届出があったので、同法第７条

の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

(1) 政党の支部   

   

(ｲ) 法第19条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部 

 

政治団体の名称 代表者の 

氏名 

会計責任者

の氏名 

主たる事務所の所在

地 

公職の種類

（第１号） 

一以上の市

町村等の区

域を単位と

して設けら

れる支部 

届出年月日 

自由民主党新潟

県第一選挙区支

部 

内山航 高澤裕之 新潟県新潟市中央区

米山５－14－11タカ

サワビル２階 

衆議院議員 ○ R7.10.22 

       

(2) その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）   

      

(ｲ) 法第19条の７第１項第２号に係る国会議員関係政治団体   

政治団体の名称 代表者の 

氏名 

会計責任者

の氏名 

主たる事務所の所在

地 

公職の候補者の氏名及び

公職の種類（第２号） 

届出年月日 

森ゆうこサポー

ターズクラブ 

髙橋政實 菊池徹 新潟県上越市東本町

３－３－35 

森裕子、参議院議員 R7.10.17 

      

(ﾛ) 国会議員関係政治団体以外の政治団体   

    

政治団体の名称 代表者 

の氏名 

会計責任者

の氏名 

主たる事務所の所在地 届出年月日 

市川直子後援会 市川直子 市川直子 新潟県十日町市伊達乙93－１ R7.03.03 

信頼と誠実の上越 大島洋一 栗田英明 新潟県上越市頸城区松本283番地 R7.10.02 

須田義宗後援会 須田義宗 須田伴美 新潟県新潟市中央区川岸町２－６－５

ＡＧＷ－105 

R7.10.31 

税理士による小林一大

後援会 

松田聡 成田俊郎 新潟県新潟市中央区出来島１－２－12

ＤＮビル２Ｃ 

R7.11.19 

滝澤青葉後援会 福嶋照彦 高野慎太郎 新潟県十日町市中条甲448－１ R7.03.21 

富沢雅文後援会 富沢雅文 富沢泰 新潟県南魚沼郡湯沢町三国636 R7.11.12 

山家ゆうへいを応援す

る会 

山家悠平 山家悠平 新潟県十日町市木落688 R7.02.19 



令和７年12月23日(火) 新  潟  県  報 第101号 

10 

わたなべ希後援会 大井淳 大井淳 新潟県上越市中門前３丁目１番19号 R7.10.07 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第59号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定による政治団体の届出事項の異動の届出があったので、

同法第７条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

(1) 政党の支部 

 

政治団体の名称 代表者の 

氏名 

異動事項 新 旧 異動年月日 

公明党新潟第二総支

部 

中村耕一 会計責任者の氏名 山田忠晴 杉田勝典 R7.03.24 

自由民主党浦川原区

支部 

石田裕一 主たる事務所の所在地 新潟県上越市浦

川原区顕聖寺80

－30 

新潟県上越市浦

川原区横川406 

R7.04.10 

  会計責任者の氏名 石田裕一 松苗正行 R7.06.27 

自由民主党小千谷支

部 

大矢弘光 代表者の氏名 大矢弘光 吉原正幸 R7.03.31 

  会計責任者の氏名 本田和憲 富井弘光 R7.04.08 

自由民主党亀田支部 佐藤純 会計責任者の氏名 星野義正 宮澤信栄 R6.04.01 

自由民主党加茂支部 森友和 会計責任者の氏名 小柳龍輔 田中雅史 R6.04.02 

自由民主党刈羽村支

部 

丸山將孝 主たる事務所の所在地 新潟県刈羽郡刈

羽村新屋敷730 

新潟県刈羽郡刈

羽村大字大塚

1175 

R7.03.13 

  会計責任者の氏名 猪俣一憲 廣嶋一俊  

自由民主党川口町支

部 

佐藤正明 会計責任者の氏名 佐藤正明 大淵正文 R7.01.13 

自由民主党塩沢支部 塩谷寿雄 主たる事務所の所在地 新潟県南魚沼市

大里324－３ 

新潟県南魚沼市

長崎2771－１ 

R7.02.02 

  代表者の氏名 塩谷寿雄 阿部久夫  

  会計責任者の氏名 牧野晶 平賀道朗  

自由民主党関川村支

部 

伝信男 代表者の氏名 伝信男 須貝良治 R7.06.29 

自由民主党中里支部 鈴木一郎 代表者の氏名 鈴木一郎 鈴木登 R7.03.02 

自由民主党新潟県建

設産業支部 

福田勝之 会計責任者の氏名 高野英介 外丸英直 R7.05.15 

自由民主党新潟県第

四選挙区支部 

鷲尾英一郎 主たる事務所の所在地 新潟県長岡市大

島本町４－104

－23 

新潟県長岡市蓮

潟５－１－72 

R7.05.01 

自由民主党新潟県土

地改良支部 

帆苅謙治 代表者の氏名 帆苅謙治 三富佳一 R7.09.01 

自由民主党新潟県郵

政政治連盟支部 

山田良一 代表者の氏名 山田良一 木透一寿 R7.11.06 

自由民主党新津支部 栗原学 会計責任者の氏名 加藤直子 小林由実 R7.06.02 

自由民主党広神支部 森島守人 主たる事務所の所在地 新潟県魚沼市並

柳1502－２ 

新潟県魚沼市田

中27－４ 

R7.04.06 

自由民主党見附支部 星鐘一郎 代表者の氏名 星鐘一郎 鷲尾英一郎 R7.08.17 

自由民主党妙高支部 佐藤栄一 代表者の氏名 佐藤栄一 水嶋茂 R7.04.01 

自由民主党安塚支部 小松春樹 主たる事務所の所在地 新潟県上越市安 新潟県上越市安 R7.08.25 



第101号 新  潟  県  報 令和７年12月23日(火) 

11 

塚区和田2053番

地 

塚区板尾911－

２ 

  代表者の氏名 小松春樹 石野哲夫  

自由民主党大和支部 小澤実 主たる事務所の所在地 新潟県南魚沼市

茗荷沢新田28－

１ 

新潟県南魚沼市

浦佐2015 

R7.02.02 

  代表者の氏名 小澤実 関常幸  

  会計責任者の氏名 大平剛 清塚武敏  

日本共産党下越地区

委員会 

西澤博 代表者の氏名 西澤博 宮脇雅夫 R7.04.01 

日本共産党上越地区

委員会 

橋爪法一 代表者の氏名 橋爪法一 五十嵐健彦 R7.02.10 

新潟維新の会 柴田巧 代表者の氏名 柴田巧 浦野靖人 R7.01.22 

 

(2) その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体） 

 

政治団体の名称 代表者の 

氏名 

異動事項 新 旧 異動年月日 

愛する長岡の未来の

会 

高橋宏幸 会計責任者の氏名 安藤博美 小玉光一 R7.05.26 

阿賀北夢21 冨岡洋介 代表者の氏名 冨岡洋介 町田英樹 R6.10.10 

      

イーグル会 鷲尾英一郎 主たる事務所の所在地 新潟県長岡市大

島本町４－104

－23 

新潟県長岡市蓮

潟５丁目１－72 

R7.05.01 

石田裕一サポートク

ラブ 

石田裕一 会計責任者の氏名 石田ちさ子 石田冨美枝 R7.06.02 

板倉恵一後援会 熊谷重彦 代表者の氏名 熊谷重彦 佐藤光雄 R7.03.16 

  会計責任者の氏名 山田吉一 熊谷重彦  

糸魚川の未来を魅せ

る会 

松澤克矢 政治団体の名称 糸魚川の未来を

魅せる会 

いといがわの未

来を魅せる会 

R7.04.14 

稲田亮後援会 山田文知 主たる事務所の所在地 新潟県見附市新

町３－１－45 

新潟県見附市南

本町二丁目17番

26号 

R7.08.20 

井畑明彦後援会 須貝薫 会計責任者の氏名 田部雅之 浮須悦朗 R7.09.01 

越鷲会 鷲尾英一郎 主たる事務所の所在地 新潟県長岡市大

島本町４－104

－23 

新潟県長岡市蓮

潟５丁目１－72 

R7.05.01 

おかって連 風巻光明 会計責任者の氏名 風巻晃子 風巻宏 R7.02.10 

おぢや共創会 髙野史郎 主たる事務所の所在地 新潟県小千谷市

千谷川２丁目３

－３ 

新潟県小千谷市

大字東吉谷乙－

６ 

R7.06.13 

  代表者の氏名 髙野史郎 宮崎悦男  

  会計責任者の氏名 渡部透 宮崎留美子  

五井文雄後援会 高橋秋夫 会計責任者の氏名 甲野恵一 笠井治 R6.04.04 

幸福実現党燕後援会 斎藤春男 代表者の氏名 斎藤春男 馬戸育夫 R7.01.02 

小林誠後援会 冨澤栄作 主たる事務所の所在地 新潟県新発田市

新富町１－６－

24 

新潟県新発田市

中曽根町３－６

－６ 

R7.02.10 

  会計責任者の氏名 川崎俊二 小林麻世  

佐渡医師連盟 三國榮 代表者の氏名 三國榮 大﨑直樹 R6.06.26 
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佐藤敏雄応援団 椛澤良一 代表者の氏名 椛澤良一 佐藤敏雄 R7.10.25 

上越未来政策研究会 齋藤弥 会計責任者の氏名 齋藤一友 小川龍宇也 R7.03.25 

信賀陽子後援会 信賀陽子 会計責任者の氏名 信賀良春 信賀須磨子 R7.07.07 

新世紀研究会 川上邦明 代表者の氏名 川上邦明 高橋信栄 R6.12.16 

新政経調査会 佐藤和基 会計責任者の氏名 佐藤和基 坂上健太 R7.07.30 

新智水会 高沢恵子 会計責任者の氏名 佐藤真一 比企義一 R6.07.15 

新党我等 飯田浩三 会計責任者の氏名 肥田野綾加 赤沢栄 R7.03.20 

ストラットンえみこ後

援会 

竹田成典 代表者の氏名 竹田成典 内山倫太 R7.01.25 

誠新会 小林誠 主たる事務所の所在地 新潟県新発田市

新富町１－６－

24 

新潟県新発田市

中曽根町３－６

－６ 

R7.01.22 

  会計責任者の氏名 川崎俊二 小林麻世  

税理士による国定勇

人後援会 

片山和郎 代表者の氏名 片山和郎 五十嵐義則 R7.01.18 

関三郎後援会 田伏尚武 代表者の氏名 田伏尚武 石田新作 R7.10.01 

仙海直樹後援会 竹村龍彦 主たる事務所の所在地 新潟県三島郡出

雲崎町大字大門

150 

新潟県三島郡出

雲崎町大字大門

241－14 

R7.05.26 

  代表者の氏名 竹村龍彦 仙海直樹  

  会計責任者の氏名 仙海真純 竹村龍彦  

全国たばこ販売政治

連盟新潟県支部 

中村藤浩 代表者の氏名 中村藤浩 三上健一 R7.05.16 

  会計責任者の氏名 中村藤浩 三上健一  

塚田一郎後援会 塚田一郎 主たる事務所の所在地 新潟県新潟市中

央区関新２－１

－73新潟ダイカ

ンプラザ遊学館

601号 

新潟県新潟市中

央区女池上山２

丁目22番７号 

R7.04.01 

  会計責任者の氏名 塚田一郎 石山肇  

  国会議員関係政治団体

の区分 

国会議員関係政

治団体以外の政

治団体 

法第19条の７第

１項第１号及び

第２号に係る国

会議員関係政治

団体 

R7.01.01 

椿一春後援会 椿一春 会計責任者の氏名 涌井利奈 鶴巻久美子 R6.07.12 

燕菊田まきこ会 丸山伊織 会計責任者の氏名 酒井進一 服部雅之 R7.08.24 

燕市医師連盟 佐藤直明 代表者の氏名 佐藤直明 水澤彰郎 R7.06.24 

鶴巻としきを支援す

る会 

鶴巻学 代表者の氏名 鶴巻学 鶴巻俊樹 R6.12.31 

ＴＵ21 渡邉貴裕 会計責任者の氏名 猪股和樹 諸橋拓也 R7.10.17 

長岡☆未来への架け

橋の会 

高橋宏幸 会計責任者の氏名 安藤博美 小玉光一 R7.05.26 

新潟クラブ21 関真之介 代表者の氏名 関真之介 竹内翼 R7.03.17 

  会計責任者の氏名 山本優斗 塩川昇平  

新潟県建設経済連盟 福田勝之 会計責任者の氏名 高野英介 外丸英直 R7.05.15 

新潟県建築士事務所

政経研究会 

本間裕之 会計責任者の氏名 渡辺文司 近山富貴 R6.05.24 

新潟県歯科医師連盟

柏崎支部 

平田伸明 代表者の氏名 平田伸明 石川繁 R7.05.28 

  会計責任者の氏名 萬羽賀津雄 村山剛  
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新潟県歯科医師連盟

北蒲原支部 

村山文隆 代表者の氏名 村山文隆 小林秀人 R7.06.07 

  会計責任者の氏名 田邊義浩 村山文隆  

新潟県歯科医師連盟

五泉市阿賀町支部 

河辺昌秀 代表者の氏名 河辺昌秀 岡村雅弘 R7.05.31 

  会計責任者の氏名 原田学 河辺昌秀  

新潟県歯科医師連盟

佐渡支部 

隅田光弘 代表者の氏名 隅田光弘 児玉信彦 R7.02.06 

新潟県歯科医師連盟

三条支部 

谷地田弘 代表者の氏名 谷地田弘 羽生好太 R7.06.25 

新潟県歯科医師連盟

新発田支部 

田上正幸 会計責任者の氏名 熊倉清志 山崎太亮 R7.05.17 

新潟県歯科医師連盟

上越支部 

山岸公尚 代表者の氏名 山岸公尚 渡辺正 R7.07.01 

  会計責任者の氏名 黒田陽 小林龍彰  

新潟県歯科医師連盟

長岡支部 

笠井郁雄 代表者の氏名 笠井郁雄 大野篤 R7.07.01 

  会計責任者の氏名 中島幹夫 北島匡  

新潟県税理士政治連

盟 

真島一誠 代表者の氏名 真島一誠 池淳一 R7.04.01 

  会計責任者の氏名 小菅洋司 成田俊郎  

新潟県電気工事工業

組合政治連盟 

吉田徳治 会計責任者の氏名 原田和広 中務浩 R7.06.03 

新潟県土地改良政治

連盟 

帆苅謙治 代表者の氏名 帆苅謙治 三富佳一 R7.09.01 

新潟県生コンクリー

ト政治連盟 

三友泰彦 会計責任者の氏名 髙木努 小山英明 R7.06.01 

新潟政経フォーラム 和田晋弥 主たる事務所の所在地 新潟県新潟市中

央区関新２－１

－73新潟ダイカ

ンプラザ遊学館

601号 

新潟県新潟市中

央区女池上山２

－22－７ 

R7.04.01 

  会計責任者の氏名 塚田一郎 石山肇  

日本行政書士政治連

盟新潟県支部 

高野雅史 代表者の氏名 高野雅史 相羽利子 R7.05.27 

  会計責任者の氏名 小宮淳 高野雅史  

日本酪農政治連盟新

潟県支部 

神田豊広 代表者の氏名 神田豊広 中村日出男 R7.07.17 

披田野勝幸後援会 小黒良秋 会計責任者の氏名 伊藤薫 瀧澤茂 R7.10.20 

細田健一後援会 細川哲夫 国会議員関係政治団体

の区分 

国会議員関係政

治団体以外の政

治団体 

法第19条の７第

１項第２号に係

る国会議員関係

政治団体 

R7.01.01 

宮﨑ともこ後援会 田辺敏行 代表者の氏名 田辺敏行 武田至功 R7.01.01 

みんなでつくる燕市

の会 

熊倉正人 代表者の氏名 熊倉正人 佐野大輔 R7.09.01 

みんなでつなぐ燕市

の会 

熊倉正人 政治団体の名称 みんなでつなぐ

燕市の会 

みんなでつくる

燕市の会 

R7.10.07 

山口こうじ後援会 山口康司 会計責任者の氏名 山口康太郎 山口利春 R7.03.27 

柳都政策研究会 長谷川雄太 主たる事務所の所在地 新潟県新潟市西

区松海が丘２－

新潟県新潟市西

区寺尾西３－４

R7.04.18 
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７－37－203 －６ 

  会計責任者の氏名 中森尉浩 長谷川雄太  

わしお応援団 川村保 主たる事務所の所在地 新潟県長岡市大

島本町４－104

－23 

新潟県長岡市蓮

潟５丁目１－72 

R7.05.01 

わたなべ和光後援会 渡邉和光 会計責任者の氏名 関真之介 竹内翼 R7.03.17 

      

渡辺なほみ後援会 渡邉菜穂美 代表者の氏名 渡邉菜穂美 小嶋恭代 R7.03.27 

  会計責任者の氏名 渡邉菜穂美 小嶋恭代  

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第60号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体の解散の届出があったので、同条

第３項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

(1) 政党の支部   

   

政 治 団 体 の 名 称  代表者の氏名 解散年月日 

日本維新の会衆議院新潟県第１選挙区支部 石﨑徹 R6.12.31 

日本維新の会衆議院新潟県第３選挙区支部 吉村祐一郎 R6.12.31 

   

(2) その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）   

   

政 治 団 体 の 名 称  代表者の氏名 解散年月日 

秋間かずひで後援会 相崎久之 R6.12.31 

石川恒夫後援会 渡辺静夫 R6.06.01 

石田寛治後援会 石田寛治 R6.12.27 

板垣尚美を応援する会 板垣尚美 R6.05.10 

上杉育子後援会 上杉育子 R6.04.30 

浩友会 佐藤浩雄 R6.12.31 

小島たかし後援会 濱口章 R6.12.31 

佐藤浩雄後援会 横山高 R6.12.31 

関根正明後援会 板倉三義 R6.12.31 

鶴巻としきを支援する会 鶴巻学 R6.12.31 

遠田延雄後援会 遠田延雄 R6.12.31 

中土井かおる後援会 中土井薫 R6.12.31 

藤家貴之後援会 刈屋洋一 R6.12.31 

わたなべゆたか後援会 渡辺豊 R6.12.31 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第61号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定による資金管理団体の届出があったので、同法第

19条の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

資金管理団体

の届出をした

者（代表者）

の氏名 

公職の種類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 指定年月日 

川原茂 市議会議員 川原茂とともに歩む会 新潟県佐渡市上川茂500番地１ R7.04.10 
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須田義宗 指定都市議会

議員 

須田義宗後援会 新潟県新潟市中央区川岸町２－６

－５ＡＧＷ－105 

R7.10.31 

山田勝 市議会議員 山田勝後援会 新潟県南魚沼市浦佐5952－１ R7.08.17 

  

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第62号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項第３号の規定による資金管理団体の届出事項の異動の届

出があったので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

資金管理団体

の届出をした

者の氏名 

資金管理団体の

名称 

異動事項 新 旧 異動年月日 

鷲尾英一郎 イーグル会 主たる事務所

の所在地 

新潟県長岡市大島本

町４－104－23 

新潟県長岡市蓮潟５

丁目１－72 

R7.05.09 

小林誠 誠新会 公職の種類 県議会議員 市議会議員 R7.01.22 

  主たる事務所

の所在地 

新潟県新発田市新富

町１－６－24 

新潟県新発田市中曽

根町３－６－６ 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第63号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体の指定の取消等の届出があっ

たので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

令和７年12月23日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  桜井 甚一 

(1) 法第19条第３項第１号による届出  

   

資金管理団体の届出

をした者の氏名 

資 金 管 理 団 体 の 名 称  取消年月日 

佐藤浩雄 浩友会 R6.12.31 
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